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府立学校人事グループ

１　教職員の定員に関する事務　

府立の高等学校及び支援学校並びに府費負担の市立の高等学校定時制課程及び特別支援学校の教職員定数の配分を行った。

条例定数

　　　　府立高等学校　　　　　　　　　　９，２７１人

　　　　 〃 特別支援学校　　　　　　　　５，４６３人

　　　　府立中学校　　　　　　　　　　　　　　２２人

　　　　　市立高等学校定時制課程　　　　　　　　２３人（除く大阪市・堺市）
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　１４，７７９人

○根拠法令

公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律

公立義務教育諸学校の学校編制及び教職員定数の標準等

に関する法律
地方教育行政の組織及び運営に関する法律

大阪府立学校条例

府費負担教職員定数条例

２　教職員の人事に関する事務

(1) 教職員の配置等

ア　教職員としての経験を豊かにし、力量を高めるため、校種間、課程間等の交流人事を積極的に進めた。各学校の教員構成については、年齢別、性別、担当教科別等による配置の適正化を図ることができるよう十分考慮した。

イ　人事異動に関しては、校長・准校長の具申を尊重し、校長・准校長のリーダーシップ発揮のための支援を図った。

ウ　新規採用教職員については、豊かな人間性や教育者としての熱意、識見と幅広い指導力を備えた人材を確保した。

(2) 管理職の選考

　　　府立高等学校及び支援学校の校長、准校長及び教頭として、積極的な学校運営を期待し得る人材を選任し、適材を適所に配置するため、選考を行った。

	
	校　　　長（公募）
	教　　　　　頭

	考査実施期日
	1次（書類選考）

令和元年6月下旬～7月上旬

2次（面接）

令和元年7月22日、7月26日、7月31日

3次（面接）

令和元年8月19日、8月20日、8月22日、8月26日
	筆答　令和元年 8月25日

面接　令和元年11月26日

	受験者数
	155人
	47 人

	予定者名簿登載者数
	23 人
	38 人


(3) 首席・指導教諭の配置

　　　様々な課題に対し、学校自らが判断し、組織的で機動的な学校運営組織を構築するため、府立高等学校、中学校及び支援学校に配置した。

ア　平成31年度　首席配置数　　　　　　

	
	人　数
	校　数

	高等学校（中学校含）
	279 人
	136校

	　支援学校
	143 人
	44校

	　　　　計
	　   422人
	　   180校


　　　　　　　　　　※校数･･･分校については、本校に含めている。

イ　平成31年度　指導教諭配置数

	
	　　人　数

	　高等学校
	67 人

	　支援学校
	　   29 人

	　　　　計
	96 人


　

(4) 府立学校の人事

ア　採用、退職等（死亡退職含む）

 　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　          H31.4.1 ～ R2.3.31

	職　種　・　校　種
	退　　職
	採　　用
	異　　動

	校長
	高校
	28 (3)
	35 ( 14)
	26 

	
	支援学校
	10 (0)
	14 ( 8)
	8 

	
	計
	38 (3)
	49 (22)
	34 

	教育職員
	高校
	694 (250)
	466 (279)
	660

	
	支援学校
	212 ( 56)
	256 ( 54)
	361

	
	計
	906 (306)
	722 (333)
	1,021

	行政職員
	高校
	  102( 53)
	  39 ( 39)
	124

	
	支援学校
	　37 ( 10)
	  12 ( 12)
	52

	
	計
	 139 ( 63)
	  51 ( 51)
	176

	合計
	高校
	824 (306)
	540(332)
	810

	
	支援学校
	259 (66)
	282( 74)
	421

	
	計
	1,083 (372)
	822(406)
	1,231


※（　　)内は再任用職員で内数

イ　産休補助教職員の採用

　　　　     H31.4.1 ～ R2.3.31

	
	　教育職員
	　行政職員 等

	　高等学校
	152人
	0人

	　支援学校
	213人
	2人

	計
	365人
	2人


ウ　育休補助教職員の採用

　　　　      H31.4.1 ～ R2.3.31

	
	　教育職員
	　行政職員 等

	　高等学校
	262人
	1人

	　支援学校
	326人
	5人

	　　　　計
	588人
	6人


(5) 職員の海外派遣

　　青年海外協力隊　　１人

　　                        ○根拠法令

地方公務員法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

教育公務員特例法

女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律
地方公務員の育児休業等に関する法律

外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の地方

公務員の処遇等に関する法律

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等

に関する条例

大阪府立学校条例

職員基本条例

３　行政職員の研修に関する事務

 府立学校技能労務職員研修

　実施年月日　　令和元年6月20日（木）

　参加人員　　　技術職員（校務員・農芸員）13人

小中学校人事グループ

１　教職員の定員に関する事務

市町村立の小・中学校の府費負担教職員定数の配分を行った。

条例定数

　　　　小　学　校　　　　１７，４８０人

　　　　　中　学　校　　　　１０，０９３人

　　　　　　計　　　　　　２７，５７３人

· 根拠法令

· 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準等に関する法律

· 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

· 府費負担教職員定数条例
２　教職員の人事に関する事務

(1) 教職員の配置等

ア　市町村間の計画的な広域異動等を行い、教職員構成の適正化及び効率的な人員の調整を図るとともに、女性教職員の活用を計画的に進めたほか、個に応じた多様な教育を展開できるよう、それぞれの地域、学校の実情に応じて適正に配置した。

イ　新規採用教職員については、豊かな人間性や教育に対する熱意を有する人材の確保に努め、資質向上の観点から適正な配置となるよう考慮した。

(2) 管理職の選考

　　　小・中学校の校長、教頭として積極的な学校運営を期待し得る人材を広域的に選任し、適材を適所に配置するため、選考を行った。
	 
	　　　　校　　　　　長
	　　　教　　　　　頭

	考査実施期日
	筆答  令和元年9月7日(一次)　

面接　令和元年12月2日　～　令和元年12月12日（二次）

	受験者数
	153人
	193人

	予定者名簿登載者数
	106人
	155人


（任期付校長選考・再任用管理職選考を除く）
(3) 小・中学校の人事

ア　採用、退職等（死亡退職含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 H31.4.1 ～ R2.3.31

	職　種　・　校　種
	退　　職
	採　　用
	異　　動

	校長
	小学校
	   127( 14)人
	    124( 25)人
	75(  5)人

	
	中学校
	  72( 13)　
	   61( 23)　
	  46(  2)　

	
	計
	   199( 27)　
	    185( 48)　
	121(  7)　

	教育職員
	小学校
	419( 67)　
	  754(106)　
	1,621( 57)　

	
	中学校
	    373( 38)　
	    471(117)　
	869( 40)　

	
	計
	  792(105)　
	  1,225(223)　
	2,490( 97)　

	行政職員
	小学校
	 42(  4)　
	 53( 20)　
	95(  8)　

	
	中学校
	  23(  4)　
	     34( 17)　
	50(  5)　

	
	計
	  65(  8)　
	    87( 37)　
	145( 13)　

	合計
	小学校
	 588( 85)　
	931(151)　
	1,791( 70)　

	
	中学校
	    468( 55)　
	  566(157)　
	965( 47)　

	
	計
	  1,056(140)　
	  1,497(308)　
	2,756(117)　


※１（　　）内は再任用職員で内数

                                       　※２ 大阪市、堺市、豊能地区を除く。
イ　産休補助教職員の採用

　　　　　H31.4.1 ～ R2.3.31

	
	　教育職員
	　行政職員

	小　　学　　校
	843人
	26人

	中　　学　　校
	290人
	18人

	計
	1,133人
	44人


            　　　　　　　　　（大阪市、堺市、豊能地区を除く。）

ウ　育休補助教職員の採用

　　 　　　H31.4.1 ～ R2.3.31
	
	　教育職員
	　行政職員

	　小　　学　　校
	626人
	18人

	　中　　学　　校
	214人
	14人

	　　　　計
	840人
	32人


　　　　　　　　　　　　　　　（大阪市、堺市、豊能地区を除く。）
採用グループ

１　教職員の採用選考テストに関する事務

公立学校の教員を採用するため、教員採用選考テストを実施した。

また、公立義務教育諸学校の事務職員及び府立学校の実習教員を採用するための採用選考を実施した。

(1) 2020年度教員採用選考テスト

ア　受験説明会実施状況


	日　　　　　時
	会　　　　　場
	申込者数
	参加者数

	
	
	
	人
	人

	平成31年４月６日
	10:00～12:00
	大阪国際交流センター
	838
	804

	
	13:30～15:30
	
	627
	551

	４月12日
	18:45～20:15
	大阪府新別館北館
	184
	130

	
	総　計
	1,649
	1,485


イ　2020年度教員採用選考テスト実施状況

	校　種　等
	志願者数
	受験者数
	合格者数
	備　考

	小学校
	人

　2,016  
	人

1,800　
	人

424　
	

	小中いきいき連携
	77　
	70　
	26　
	

	中学校
	2,024　
	1,796　
	306　
	

	高等学校
	2,037　
	1,733　
	194　
	

	特別支援学校（幼小共通・小学部）
	284　
	265　
	80　
	

	特別支援学校（中学部）
	231　
	206　
	35　
	

	特別支援学校（高等部）
	383　
	360　
	 87　
	

	自立活動教諭（肢体不自由教育）
	3　
	3　
	 2　
	

	養護教諭
	467　
	404　
	25　
	

	栄養教諭
	127　
	104　
	10　
	

	計
	7,649　
	6,741　
	1,189　
	


　　　 ※ 受験者数は、第１次選考受験者、第１次選考免除者で第２次選考を受験した者及び

第１次・２次選考免除で第３次選考を受験した者の計
第１次選考　令和元年７月６日

第２次選考　令和元年7月24日～28日

第３次選考　令和元年8月24日～9月27日

(2)  令和２年度公立義務教育諸学校事務職員採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	公立義務教育

諸学校

事務職員
	　 　人

　280 

	人

184 

	人

32 

	R1.9.29
	R1.11.13
	

	障がい者を

対象とした
公立義務教育諸学校学校事務職員
	49 
	32 
	9 
	R1.9.29
	R1.11.12
	

	計
	 329 
	 216 
	41 
	
	
	


(3) 令和２年度府立学校実習教員採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	府立学校

実習教員
	　 　人

　598

	人

434

	人

72

	R1.9.29
	R1.11.14

R1.11.15
	

	障がい者を

対象とした
府立学校実習教員
	70
	60
	25
	R1.9.29
	R1.11.12
	

	計
	 668
	 494
	97
	
	
	


○根拠法令

地方公務員法

教育公務員特例法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

職員の任用に関する規則

管理・公務災害グループ

１　教職員の服務等について

 服務に関する通達・通知
ア　平成31年４月12日付け「府立学校における学校徴収金等会計事務の適正化について」教育長通知
イ　令和元年６月13日付け「教職員の綱紀保持の徹底について」教育長通達

ウ　令和元年６月20日付け「勤務時間中における喫煙禁止の徹底について」教育長通達
エ　令和元年７月９日付け「教職員の綱紀の保持について」教育長通達
オ　令和元年11月29日付け「教職員の綱紀の保持について」教育長通達
 カ　令和２年２月18日付け「交通事故に係る報告等について」教職員人事課長通知

２　公務災害補償について
(1) 労働基準法に基づく補償

	　職　 種
	　人　数（人）
	　　金　　額（円）

	元 教 諭
	１
	64,198

	　講　 師
	１
	15,750

	　　計
	２
	79,948‬


(2) 学校医等の公務災害補償に関する条例に基づく補償
な　　し

(3) 地方公務員災害補償法に基づく公務災害及び通勤災害認定件数

	　　　　　　校　種
態　様
	市町村立学校
（政令市及び豊能地区を除く）
	府立学校
	その他
	計

	
	小学校
	中学校
	高等学校
	高等学校
	支援学校
	※
	

	認定件数
	公務災害
	公務上
	86
	50
	  0
	 74
	132
	1
	343

	
	
	公務外
	   5
	  3
	  0
	  3
	  3
	0
	 14

	
	通勤災害
	該　当
	  26
	 9
	  0
	 21
	 13
	0
	69

	
	
	非該当
	  2
	  0
	  0
	 6
	0  
	0
	  8

	        計
	119
	62
	0
	104
	148
	1
	434


※中学校の栄養教諭が兼務発令先の給食センターで負傷したもの。
※大阪市、堺市及び豊能地区を除く。
○根拠法令

労働基準法

地方公務員災害補償法

大阪府学校医等の公務災害補償に関する条例

非常勤職員の災害補償に関する条例

教員力向上支援グループ
１　「大阪府教員の資質向上審議会」の運営等
①　指導が不適切である教員に対する対応方策について専門的・多角的見地から検討し、信頼される学校教育や学校運営に資するため、学識経験者や学校関係者、保護者などで構成される「大阪府教員の資質向上審議会」を運営した。
○大阪府教員の資質向上審議会
　　・委　　員　　７名〔委員長　大石　正廣（神戸松蔭女子学院大学教授）〕
　　・開催状況　　令和元年８月22日～令和２年３月16日　計３回
②　府立学校校長・准校長、市町村教育委員会に対するヒアリング等を通して、指導が不適切であると思われる教員の把握を行った。
③　指導が不適切であると思われる教員に対しては、府立学校校長・准校長、市町村教育委員会が当該教員の指導における課題を明確にし、指導力改善に向けて取り組んでいくことを支援するために、「教員評価支援チーム」を派遣して授業観察等を行った。
④　指導力改善に向けた取り組みにもかかわらず、改善がみられない教員に対しては、「教育公務員特例法」第25条に基づき、「大阪府教員の資質向上審議会」に諮り、「指導が不適切である」教員として認定を行い、「指導改善研修」を実施した。

○指導改善研修の実施状況（令和元年度）　府立学校１名
２　心身の故障による休職者への対応について
心身の故障のため長期の休養を要する教職員の休職について、府立学校校長・准校長、市町村教育委員会からの内申を受付け、状況把握を行った。

３　「再任用教職員採用選考審査会」の運営等
　　  再任用新規及び任期更新の申込みのあった教職員について、選考の合否及び任期の更新の可否、その他再任用選考等に関する重要事項の審査を行う、「再任用教職員採用選考審査会」を運営した。

　　　・開催状況　　令和２年１月23日～令和２年３月23日　計４回
４　ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、ﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、妊娠･出産･育児休業等に関するﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止
　　  職場におけるﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に向けての指針の作成や、教育センター内に教職員向けの電話相談窓口を設置し相談体制を整備した。

　　  また、平成29年６月30日付け通知では、「職場におけるｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止及び対応に関する指針」、「職場におけるﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止及び対応に関する指針」、「職場における妊娠・出産・育児休業等に関するﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止及び対応に関する指針」における相談体制の整備について、記載内容及びフロー図を整理し、各指針における相談体制の一元化を明確にするための改定を行った。

